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はじめに
　近年、派遣労働についての問題が話題となっている。そこへ世界規模での不況が重なり、企業による大量の派遣労働者の契約解除、派遣村の発生など、さらに派遣労働の是非が問われる問題が生じている。このような状況で、政府や企業はどのような対策を採るべきなのか。日本における派遣労働問題の現状の理解を深めて、今後の展望と対策を考えていく。

Ⅰ. 正規労働者と派遣労働者
近年、派遣労働者の数が急激に増大している。これは2004年3月、労働者派遣法が改正され対象業務の拡大、派遣期間の延長されたことにより多くの企業が派遣労働者を雇用できるようになったからである。
派遣労働者の増加に伴い彼らの悪条件な賃金、保障など多くの問題が明らかとなってきている。なぜ企業は正規ではなく派遣を選ぶのだろうか。この章では正規労働者と派遣労働者を比較して問題点を見つけていく。
○正規労働者と派遣労働者
　厚生労働省の調べによると、派遣労働者数（派遣会社に勤務する従業員と派遣会社に登録している派遣労働者の合計）は、1992年の時点では65.4万人にとどまっていた。しかし2004年になると派遣労働者の数は急激な増加を見せ、約255万人まで拡大した。このことから分かるように、わずか13年で派遣労働者数は3.9倍に膨らんだ計算になる。また、この派遣労働者を使用している事務所は31.5％にのぼり、労働者の3人に1人が派遣労働者として働いている。
この派遣労働者が正規労働者と大きく異なる点は、仕事内容や時間等、働く条件を自分で選ぶことができるところである。他方、多くの場合派遣労働者は時給制なため、休日が多い月と少ない月では収入に差があり、ボーナスも原則無く、また派遣期間終了後には別の仕事を探さなければならないなど、安定性にかける面が多くある。また就業条件によって、派遣労働者は雇用保険・社会保険に加入できないことがある。2004年の派遣契約期間をみると、1ヶ月未満が1.8％、1ヶ月以上3ヶ月未満が20.4％、3ヶ月以上6ヶ月未満が31.0％、6ヶ月以上1年未満が29.4％、1年以上3年未満が15.6％、3年以上が1.8％となっており、82.6％もの派遣労働者が雇用保険の受給資格が無い1年未満の契約期間となっていることが分かる。つまり派遣労働者の大半は雇用保険未加入で働いている。これに対応するため政府は、2009年3月31日から受給資格を1年以上雇用見込みから、6ヶ月以上雇用見込みとする法改正を行った。それでも派遣労働者の53.2％は雇用保険に加入できない現状であるため、政府の今後の対応が注目される。
また給与の面でも正規労働者と派遣労働者には大きな差がある。連合の調べによると、2004年における正規労働者の時間換算の平均賃金は4511円となっている。しかし厚生労働省の調べによると、同年における派遣労働者の平均賃金は1281円となっており、正規労働者と3230円もの差が生じている。この低い賃金が社会保険に加入できないひとつの原因であると考えられる。
現在の状況から考えると、派遣労働者は正規労働者よりも明らかに不安定な雇用形態であり、労働環境も整っていない。しかし企業からすれば、コストのかかる正規労働者の数はできるだけ抑制して、あとはコストのかからない派遣労働者やパート、アルバイトで対応する。財務省の調べによると、企業の人件費が売上高に占める割合は2000年代に入ってから急激に低下している。そうすることで企業は、コストの中心的存在である人件費を大幅に削減できるし、業績が悪くなれば、正規労働者よりも契約を切りやすい派遣労働者や、パート、アルバイトを切り捨てることでコストの負担の増大を避けることができる。
いまや日本の企業が競争に勝ち残っていくうえで、派遣労働者は必要不可欠な労働者となっている。
Ⅱ. 派遣労働問題の現状
世界的な金融危機の影響で派遣労働者の雇い止め「派遣切り」が社会問題となっている。また今年、2009年に多くの派遣労働者が3年間の派遣可能期間の満了を迎える「2009年問題」にも直面している。この章では派遣切り、派遣の違法労働、2009年問題などの派遣労働問題の現状について労働者派遣法などを参考に見ていく。

○派遣労働者の中途解除「派遣切り」

　2008年9月アメリカの大手証券リーマン・ブラザーズの経営破綻を発端とする世界的な景気悪化により日本のメーカー、特に大手自動車産業は海外からの需要が急激に減少した。同産業は販売台数の減少にともない生産台数の減産、人員削減を始めた。この人員削減の対象になったのが派遣労働者である。これがいま問題になっている派遣切りである。

厚生労働省の調べによると2009年4月17日現在で実施済み、または実施予定の非正規労働者の期間満了、解雇による雇用調整は全国で3,253事業所207,381人にのぼる。

＜就業形態別の内訳＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

派遣　　　　　　　　　　132,458人　 (63.9%)
　契約(期間工等)　　　　　  44,250人　 (21.3%)
　請負                     16,189人　　(7.8%)

　その他　　　　　　　　　 14,484人　　(7.0%)

以上の集計結果から非正規労働者のなかでも派遣労働者の割合が高いことがわかる。

政府与党は、現下の厳しい雇用情勢をふまえ2008年12月5日、新たな雇用対策をまとめた。今回の「新雇用対策」は、雇用維持、再就職支援、内定取り消しに対応するために打ち出されたものである。また今後3年間で2兆円規模の予算を確保し、140万人の雇用を維持・創出することを目指している。

＜雇用維持対策＞

・雇用調整助成金の特例措置

・派遣労働者を正規労働者として直接雇用した企業へ助成金を支給

＜再就職支援＞

・派遣労働者に対する支援（雇い止め対策）

・生活、住宅支援対策

＜内定取り消し対策＞

・新規学卒者の内定取り消しに対する相談

・内定取り消しを実施した企業名の公表

○違法派遣「偽装請負」

　労働者派遣事業とは派遣会社の雇用する労働者を、派遣先の指揮命令を受けて、派遣先で働かせることである。派遣の場合、労働者と派遣会社の間には雇用契約があり、派遣会社と派遣先の間には労働者派遣契約があり、派遣先と労働者の間には指揮命令関係がある。これに対し請負事業は、発注者から営業や製造などの注文を受け、請負事業主のもとで働くことである。請負の場合、労働者と請負業者の間には雇用契約があり、請負業者と発注者の間には請負契約がある。

　偽装請負とは契約上は請負であるにもかかわらず、実態は労働者派遣になっていることをいう。この場合、労働者は請負事業主ではなく発注者から指揮命令を受けることになり、これは労働者派遣法に反する。請負は本来、請負事業主が労働者の安全衛生などの責任を負うが、偽装請負では安全責任が請負事業主と発注者のどちらにあるか曖昧になり、労働者が事故にあってしまう恐れがある。

○2009年問題

　2004年に労働者派遣法が改正されて以来、製造業への労働者派遣が可能となり、2006年ごろから製造業は請負業者から労働者派遣へと切り替えが進み、当初は1年間であった派遣可能期間も2007年3月1日より最長3年間に延長された。この結果、2006年の3年後にあたる2009年に、製造業における多くの派遣労働者の派遣可能期間が満了を迎えることになる。これが2009年問題である。前述の派遣切りに加えて、より多くの失業者が出ることが懸念されている。

企業は期間満了を迎えた派遣労働者に対して、
・3か月のクーリング期間をおいて、再び派遣契約を結ぶ。

・派遣契約から請負契約へ変える。

　・正規労働者として直接雇用する。

　・契約を解除する。
このいずれかを選ばなければならないが、景気の悪化により各メーカーは減産を進めているため、人員削減をしているのが現状である。
Ⅲ. 派遣使用者（企業）と派遣労働者のメリット・デメリット

　現代不況の中、派遣労働者、また彼らを雇用する企業、どちらも増加している。なぜ派遣労働者のニーズが高く、またニーズに応えるだけの労働者がいるのかをみるため、派遣におけるメリット、デメリットをみていく。
○派遣労働者のメリット
派遣労働者のメリットとして「自分の都合や希望に合うように仕事ができるから」と考えている人の割合は高い。これは厚生労働省による統計、2004年「性・産業・事業所規模、派遣労働者という雇用形態に対する考え方別派遣労働者数の割合」において、派遣労働者合計のうち42.8％が「自分にあった契約期間や仕事が選べるのでよい」と答えていることからも明らかである。また各派遣会社による派遣のメリット・デメリット紹介においても高順位にあげられている。まず、自分の都合に合わせて働けるという点において、派遣労働者は直接雇用の正社員と違い、派遣会社を通じて派遣先の企業を決めるため、働く時間帯や曜日、勤務地、残業の有無などの希望にそった仕事を探すことができ、しっかり働くことも、仕事は定時に切り上げ、プライベートを重視することもできる。特に女性の場合では、結婚・妊娠・出産を機に家庭や育児と仕事を両立させるため、それまでの正社員としての仕事を辞め、時間に融通がきく派遣労働者になるということもある。希望の職種が選べるという点においては、自分の得意分野を仕事にすることや、自分のレベルに合わせて仕事を決めることができる。一つの分野を専門的にスキルアップしてくこともできるし、逆にいろいろな仕事をすることもできる。労働者自身がそれを選べるということが、派遣労働者の魅力の一つである。
　自給が高いという点も派遣労働者のメリットである。アルバイトやパートに比べ自給が高く、残業においては、残業手当が出る場合が多い。
　また、派遣労働者は会社の束縛がないという点もメリットとして高く評価されている。
○派遣労働者のデメリット
　派遣労働者は「雇用」について高い割合で不安視している。労働者のメリットとして自由に仕事が選択できる反面、契約期間終了後、契約が更新されるかわからず、長期雇用の保証がない。現に、厚生労働省による統計、2004年「性・産業・事業所規模、派遣労働者という雇用形態に対する考え方別派遣労働者数の割合」では、派遣労働者全体の50．0％の人が「長期の雇用保証がないため不安である。」と考え、派遣労働者全体の32.2％の人が「現在就業している業務の雇用契約が更新されるか不安である。」と考えていることがわかる。
　収入が安定しないという点も、派遣労働者の悩みの種である。派遣労働者のほとんどは時給制であるため、祝日の多い月や、お盆・正月といった大型連休がある月は、給料が大幅に減る。それにより、生活が苦しくなる人もいる。また、派遣労働者には、交通費やボーナスが支給されないことが多い。
　さらに、現在、派遣労働者の賃金低下が問題となってきている。派遣労働者の給料が下がるのは、派遣会社が増え、派遣料金の値引き競争が激化し、このことが登録している派遣労働者の賃金の低下に圧力をかけているからである。また、経験者だけでなく主婦など未経験者も派遣登録することができるため、その結果、派遣労働者の質にバラつきが生まれ、派遣労働者の賃金が低下するということも考えられる。「二重派遣」や「偽装請負」の被害に遭うことで、賃金が少なくなっている人もいる。「二重派遣」も「偽装請負」も、法律で禁止されているが、現実社会では横行されている。二重派遣とは派遣元からの派遣先Ａからの命令により、別の会社Ｂに派遣されるということである、偽装請負とは表向きは請負契約という形をとり、実際は二重派遣のようなことをさせることである。これらが横行されると、労働者は派遣されるごとに複数の企業が間に介入するため、そのたびにマージン（手数料）を取られ、最終的に手元に残る賃金は少なくなる。
　また、女性の場合セクシャルハラスメントの問題がある。正社員と違い、セクハラを問題としてあげれば、契約を打ち切られる恐れがあり、非常に弱い立場にいる。
　その他、「正社員と区別される」や「福利厚生が悪い」などもデメリットとして考えられている。福利厚生については次の章で詳しく見ていく。
○企業のメリット
　東京都労働産業局の2006年労働に対する実態調査、企業が派遣労働者を利用した理由に関するアンケート結果において、4割を超える事業所が｢業務量の変動が大きいから｣と「従業員数の抑制」、3割を超える事業所が「欠員の一補修」と「賃金コスト減」いう点を挙げていることがわかる。年末調整や業務が忙しいときなど、労働力が必要なときに、必要な分だけ確保し、業績が悪くなれば、派遣労働者を切り捨てることで、賃金コストも抑えることができる点が、企業が派遣労働者を利用するメリットであると言える。
○企業のデメリット
　同調査、派遣を利用するデメリットに関するアンケート結果において、半数以上の事業所が「労働者の質のバラつき」を挙げている。スキルを生かし、派遣の仕事をしている人ばかりでなく、仕方なく派遣労働者になった人や、主婦や未経験者などが増えたためである。
このように企業が現代の不況を生き残るためには、派遣労働者を雇用することはうってつけであり、むしろ不可欠になりつつあることがうなずける。しかし、そのニーズにこたえる労働者は、正社員に比べ、生活を立てるために働くという面でデメリットが大きいといえる。
Ⅳ. 雇用者に対する社会保障
　この章では派遣労働者に対して給付されている社会保障制度の現状や問題についてみていく。
　○派遣労働者への対応
　1985年に労働者派遣法が制定され、労働者派遣事業が認証された。制定当初、労働者派遣対象業務は一般事務や秘書業務など専門26業務に限られていたが、1999年の法改正により原則自由化された。さらに2003年の法改正では製造業への労働者派遣も解禁され、派遣可能業務の完全解禁に近い状況になっている。
　派遣可能期間についても改正に伴い大幅に緩和され現在では、専門26業務については制限なし、それ以外の業務は原則3年間(更新不可)となっている。
　他にも今年2009年2月6日から　2012年3月31日までの期間で派遣労働者を無期または6ヵ月以上の有期（更新ありの場合に限る）で直接雇い入れるとき、無期(6ヶ月以上)の場合は大企業に50万円(25万円)、中小企業に100万円(50万円)の奨励金が支給する派遣労働者雇用安定化特別奨励金が創設され派遣労働者の雇用を促進をした。
　経済状況や産業構造の変化を背景に派遣労働の社会的地位が確立していくと共に派遣労働者の常用雇用の場の確保と派遣労働者の保護を目的として法の改正が行われてきたのである。特に近年は派遣労働の拡大や雇用問題の増大の影響でその傾向が強くなっている。
　
　○派遣労働者に対する社会保障制度の問題
　上記したように法の改正を繰り返し派遣労働者の雇用機会や範囲の拡大や雇用環境の整備が行われ充実してきた様にも見えるが、いまだに様々な問題がある。その代表的なものとして挙げられるのが、派遣労働者に対する雇用保険(失業保険)の適用が不完全なことである。
　「雇用保険」とは労働者の生活及び雇用の安定と就職の促進のため、失業者や教育訓練を受ける人々に対し失業給付を給付する。また、失業の予防、雇用状態の是正及び雇用機会の増大、労働者の能力の開発及び向上その他労働者の福祉の増進を図るための三事業を行っている制度である。
　派遣労働者の雇用保険における適用基準は、6ヶ月以上の雇用見込みがあること、1週間あたりの所定労働時間が２０時間以上であることの二つとなっている。この条件に当てはまるのは同じ派遣元企業に1年以上引き続き雇用される見込みがある場合。または短期契約であっても契約更新が予定されており通算して1年となれば条件に合致する。
　適用基準を満たし雇用保険に加入した派遣労働者が失業した場合には失業給付が給付されるのだが、離職理由が「会社都合」か「自己都合」かによって給付開始時期や給付期間が異なっている。会社都合であれば離職後7日以内に給付の手続きを取ることができるが自己都合の場合は3ヶ月の給付制限を受けてしまうのだ。給付日数においても会社都合最大180日間、自己都合最大90日というように倍の差がついている。
　離職後に派遣会社から1つでも職場を紹介され、その職場が悪条件、遠距離などの理由から拒否してしまうと自己都合とみなされてしまう。3ヶ月間、無収入でいるわけにもいかず結果的に失業給付を受けずに悪条件の仕事に就くことになる場合も多く存在している。
　派遣労働者の雇用に関しては偽装請負や二重派遣(Ⅲ章参照）、労災保険の未加入などの問題がいまだに残っている他、雇用保険の保険料を派遣元企業と派遣労働者本人で折半することになるため、違法派遣会社が負担を免れるために故意に加入しないこともあるなど様々な問題が発生している。
　
○日雇い派遣労働者に対する社会保障制度の問題
　さらに問題なのは、日々または30日以内の期間を定めて雇用される日雇派遣労働者に対する雇用保険の適用である。これまで日雇い派遣労働者の雇用保険適用は上記した適用基準を満たした場合のみであった。しかし、日雇い労働者の雇用は不安定なため適用基準を満たすのは困難である。そこで、日雇い労働で生計を立てる労働者に対する救済処置として、日雇い派遣労働者が「日雇い雇用保険」の適用対象に加えられた。
　日雇い雇用保険とはもともと建設作業員などの職場に直接雇用される日雇い労働者の失業対策制度である。日雇い派遣労働者はハローワークにて日雇労働被保険者手帳（以下日雇手帳）の交付を受ける。その日雇手帳を賃金を受け取る際に派遣会社に提出することで雇用保険印紙(以下印紙)の貼付を受けることができる。失業した月の前2月間に通算26枚以上の印紙が雇用手帳に貼られている場合に給付を受けることができるというものである。しかし、日雇い労働者が日雇雇用保険の適用範囲に含まれてから約1年半経過した2009年4月末時点で日雇手帳の取得は4人、給付金が支給されているのはわずか1人のみという状態である。原因は周知不足や手続きの煩わしさであると考えられ、不安定日雇い派遣労働者への支援策が機能していないといえる。
法の改正や補助金の創設などにより派遣労働者の雇用環境は改善されているといえるが未だ多くの問題を抱えた状況である。不安定な派遣労働者の雇用・生活を守るために社会保障制度の適用基準の改善または、より効果的な対策を行っていくことが必要である。
Ⅴ. 今後の展望・対策
　我が国の派遣労働者数は、1992年の65.4万人から2004年の約255万人までのぼり、わずか13年の間に3.9倍に増大した。派遣労働者には仕事に対して融通がきくというメリットがあるが、正規労働者よりも、長期雇用の保証や保険加入、賃金低下などについての不安を抱えている。派遣労働者は2004年時点で、派遣契約期間が1年未満であると雇用保険に加入できないとされていた。当時それに該当する派遣労働者は、全体の82.6％を占めており、大半の派遣労働者は雇用保険未加入の状態で働いていたのだ。2009年3月31日、政府による法改正により、受給資格は「1年以上雇用見込み」から、「6ヶ月以上雇用見込み」と縮められた。しかし実際は、それでも派遣労働者の53.2％は雇用保険に加入できていない。法改正をしたにもかかわらず、まだ半分以上の派遣労働者が受給資格をもつことができないという、中途半端な改正となったのだ。雇用のセーフティネットの整備なくして、派遣労働者を含む非正規労働者をめぐる問題の解決は困難である。政府は雇用見込み月数の短縮を引き続き要求し、実現を図っていく必要がある。
また、近年問題になっている「派遣切り」に対し、政府は以下のような対策を始めている。2008年12月10日、厚生労働省の労働基準局長及び職業安定局長は、各都道府県労働局長に対し、労働基準行政及び職業安定行政連携のうえ、労働者派遣契約の中途解除等を契機とする解雇・雇い止めに対する指導等を徹底するよう指示した。派遣会社の事業所にむけては、次のとおりである。
・派遣契約と労働契約は別であり、派遣契約が解除されたからといって即座に派遣労働者を解雇できない。
・派遣契約が中途解除された場合、派遣会社は派遣先と連携して、派遣労働者の新たな就業機会を確保すること。
・解除されても、派遣労働者と派遣会社とは雇用期間満了まで労働契約は継続しており、派遣会社は賃金を払う必要がある。
・登録型派遣のような、派遣労働者と派遣会社との労働契約が有期労働契約の場合には、やむを得ない事由がなければ、契約期間中に解雇することはできない。
・解雇は少なくとも30日前までの予告が必要である。もしも怠った場合には、解雇予告手当を支払う必要がある。
・1カ月以内に30人以上の離職者が出るときは、再就職援助計画または大量雇用変動の届け出を作成し、ハローワークに提出しなければならない。
このように、派遣労働者を解雇や雇い止めから守る指示が出されていることが分かる。しかし企業側も、景気後退による業務量の変動や賃金コスト削減などをしていかなければ生き残れない。したがって「二重派遣」や「偽装請負」などの違法な手段がとられてしまう。

また2009年3月23日、厚生労働省は「緊急雇用対策」に加え、「追加雇用政策」を実施して雇用のセーフティネットを拡大する方針を打ち出した。今回新たに導入され、2009年3月30日に実施された「残業労働削減雇用維持奨励金」は、残業労働を削減して非正規を含む労働者の雇用を維持した企業に奨励金が交付される制度である。業績が悪化しながらも、雇用の安定・確保に努力している企業が対象であり、正規・非正規労働者の解雇や、契約期間中途での派遣契約の解除などを回避し、直近6カ月の平均で80％以上の雇用を確保していることが前提条件となる。これらの条件を満たした企業に対して、直雇用の非正規労働者には1人あたり年額30万円（大企業は20万円）が、受け入れている派遣労働者には1人あたり年額45万円（大企業は30万円）が、1企業あたり100人を上限として交付される。このように政府から企業に奨励金を出すことで、非正規労働者の保護を後押ししているのだ。

第Ⅱ章で述べたとおり、2004年の労働者派遣法により、労働者派遣は製造業へも進出した。それをうけて2007年3月1日より、当初は1年間であった派遣可能期間が最長3年間に延長された。よって2009年に、多くの派遣労働者の派遣可能期間が満了を迎えることになるため、より多くの失業者が出ることが懸念されている。厚生労働省は離職者に対する積極的な職業訓練を実施しており、主に民間では実施していない訓練コース（施設内訓練）に特化するとともに、民間で対応可能な訓練については民間教育訓練期間への委託訓練を推進している。このようにして雇用のセーフティネットとしての機能を発揮しているのである。就職率で実績をみると、施設内訓練は2002年の43.4％から2008年の71.4％、委託訓練も2002年の69.4％から2008年の82.0％へと着実にあがっている。これからは2009年問題を解決するために、このような制度をよりよく改善し、さらに多くの離職者に普及させていくことが必要である。
おわりに
今回は日本の派遣労働者についてみてきた。私たちは当初、派遣労働は労働者側にプラスとなるものはまったく無いと思い込んでいた。しかし彼らの現状は、私たちが日々のニュースや新聞で理解していたものをはるかに超えていた。そこには悪い面だけではなく、良い面も隠されていた。
つまり私たちは、「派遣労働はダメ」、「派遣は禁止すべきだ」、などと声を上げるべきではないのである。派遣労働というものを使用者、労働者、その他関係のある立場から広く大きく理解した上で、良い点、悪い点を挙げ、悪い点は改善し、良い点は伸ばしていくべきである。
自民党や民主党が派遣の一部を制限、禁止するといっているが、すでに派遣労働者が社会に与える力は大きく、制限や禁止をして解決を図るということは、あまりにナンセンスである。
「正規労働者」・「派遣労働者」この文字列が並んだときどちらが良いものに見えるだろうか、私たちはこの差を無くさなければならないのだ。「正規労働も良いけど派遣労働も捨てがたい」、と考えられる社会となるような対策を今後は期待していきたい。
また平成20年度派遣労働実態調査の結果の公表も近づいているので、今後も継続して派遣労働者の問題を理解した上で、自分の考えを持っていきたい。
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